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自 立 支 援 医 療
更生医療、育成医療、精神通院医療では、それぞれの負担の割合
や計算の仕方が違いました。平成１８年４月からこれが一本化され、
「自立支援医療」となりました。
指定の医療機関で医療を受けた場合、どの障害の人も医療費の１
割が原則として自己負担となります。

■利用者負担の上限額

●育成医療については、経過措置があります。
●更生医療については、低所得１、低所得２について、自己負担分を町が負
担します。
●入院時食事代
入院している人の食事代は、１食につき２６０円を原則自己負担します。た
だし、所得の低い人は減額されます。
●継続的に相当額の医療費負担が発生する場合とは
・疾病等から対象になる人
精神通院医療：統合失調症、躁うつ病（狭義）、難治性てんかん
更生・育成医療：腎臓機能障害、小腸機能障害、免疫機能障害

・疾病等にかかわらず、高額な費用負担が継続することから対象となる人

▼問い合せ先＝健康福祉課 社会福祉係 ��９１２８

上限額（月額）

０円・自己負担なし

２，５００円

５，０００円

医療保険の自己負担
額と同額

自立支援医療支給の
対象外

所得の低い人以外でも、継続的に相当額の医療費負担が発生する場合には上限額が決められ
ています。

上限額（月額）

５，０００円

１０，０００円

２０，０００円

対象となる世帯

生活保護世帯の人

住民税非課税世帯で障害者の年収が８０万円以下

住民税非課税世帯で低所得１以外

住民税課税世帯で住民税額（所得割額）が２０万円未満

住民税課税世帯で住民税額（所得割額）が２０万円以上

対象となる世帯

住民税額（所得割額）が２万円未満

住民税額（所得割額）が２万円以上２０万円未満

住民税額（所得割額）が２０万円以上

区分

生活保護

低所得１

低所得２

中間的な
所得

一定所得
以上
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